
（単位　百万円）

  ［               　        ］   ［               　        ］

  ［               　        ］

　

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

８０，０１６

２５８

構 築 物 ７６１ 預 り 保 証 金

土 地

器 具 備 品 ９，２３２

３，２７４

建 設 仮 勘 定

４７，２２５

９，７７６

１００資 本 金

株 主 資 本

資 本 準 備 金

ソ フ ト ウ エ ア ２，７５８

８０，０１６

資 本 剰 余 金

借 地 権 ２０

２，０００

３２，６９１

３７，４４９

繰越利益剰余金 ３２，６９１

３６，８５６

３２，６９１

利 益 剰 余 金

５，２１２

４，３７０

その他資本剰余金

１４３，１２３資 産 合 計 負債純資産合計

そ の 他 ４９５

投 資 有 価 証 券 １０

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金 ３，１４５

その他利益剰余金

関 係 会 社 出 資 金 ８９１

投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他 １４

前 払 年 金 費 用

１４３，１２３

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金 ２１，２１１

［ 純 資 産 の 部 ］無 形 固 定 資 産

資 産 除 去 債 務建 物 ２８，９７７

車 両 運 搬 具 ０

１６３

そ の 他機 械 装 置 １，１００

２５，１２１

１，１２８

そ の 他 １，２６６

未 払 費 用 ５，８９８

固 定 資 産 １０５，４８７

有 形 固 定 資 産 ６５，３５７

未 収 入 金 １５，５０７

そ の 他 １７９ 預 り 金

転 貸 損 失 引 当 金

１３，２００

１８，８１４

５

２，９６５

２，３８４

長 期 借 入 金

固 定 負 債

流 動 資 産 ３７，６３５ 流 動 負 債 ４４，２９２

前 払 費 用 １，７１３

現 金 及 び 預 金 １１，１８６ 買 掛 金 ２２，９８８

売 掛 金 ４７８

貯 蔵 品

１年内返済予定長期借入金 ７，５００

４，０００短 期 借 入 金

未 払 金 ９７７

未 払 法 人 税 等 ５３２

商 品 ８，５０８

６１

東京都豊島区東池袋五丁目51番12号

株 式 会 社 マ ル エ ツ
代表取締役社長 古瀬良多

金 額

［ 資 産 の 部 ］ ［ 負 債 の 部 ］

貸 借 対 照 表

（２０２２年２月２８日現在）

科 目 金 額 科 目

１４３，１２３ ６３，１０６

－１－



２０２１年３月　１日から

２０２２年２月２８日まで

（単位　百万円）

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

Ⅵ

Ⅶ

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

４，７３８

８１６法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

１，６１１１，５４６

３，１０２

１，６３５８１９

損 益 計 算 書

売 上 高 ３７８，４０２

２７２，２２５売 上 原 価

金 額科 目

営 業 利 益

９７

６４

６，３５０

３９

営 業 外 費 用

店 舗 閉 鎖 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

減 損 損 失

特 別 損 失

６４

３３

１０７，８０６

経 常 利 益

そ の 他

支 払 利 息

そ の 他

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 総 利 益

６７１

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 ６１９

５，７７６

１０６，１７７

営 業 収 入 ７，４０５

１１３，５８２

受 取 保 険 金 １３

－２－



個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

移動平均法による原価法

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

加工センター等の在庫商品は、最終仕入原価法による原価法

最終仕入原価法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

定額法を採用しています。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 １５年～３９年

定額法を採用しています。

 (５年）に基づく定額法によっています。

３．引当金の計上基準

額を計上しています。

資産」に計上しています。

（1）退職給付見込額の期間帰属方法

間に帰属される方法については、給付算定式基準によっています。

（2）数理計算上の差異、過去勤務費用の費用処理方法

ら費用処理することとしています。

用処理することとしています。

しています。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　 　消費税等の会計処理　　　 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しています。

定の年数（１０年）による定額法により按分した額を発生の翌事業年度か

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（１０年）による定額法により按分した額を発生した事業年度から費

店舗閉店等に伴い転貸契約の残存期間に発生する損失に備えるため、支払義

務のある賃料等総額から転貸による見込賃料収入総額を控除した差額を計上

子 会 社 株 式
移動平均法による原価法

及び関連会社株式

金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる

なお、当事業年度末における年金資産が、退職給付債務から数理計算上の差

異等を控除した額を超過する場合には、前払年金費用として「投資その他の

転 貸 損 失 引 当 金

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年

無 形 固 定 資 産

時価のないもの

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間

商 品 店舗在庫商品は売価還元法による原価法（貸借対照表価額については収益性

貯 蔵 品

有 形 固 定 資 産

－３－



（貸借対照表に関する注記）

１．担保資産

百万円

〃

百万円

上記の他、宅地建物取引業法に基づき、差入保証金１０百万円を供託しています。

２．有形固定資産の減価償却累計額 百万円　

３．関係会社に対する金銭債権、金銭債務

百万円　 百万円　

百万円　 百万円　

（税効果会計に関する注記）

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　繰延税金資産  （単位　百万円）

減損損失

資産除去債務

関係会社出資金

未払事業税等

商品券

その他

繰延税金資産　小計

評価性引当額

繰延税金資産　合計

　繰延税金負債

前払年金費用

資産除去費用

合併受入資産評価益

繰延税金負債　合計

繰延税金資産の純額

６，５３０

８３２

債務の担保に供している資産

建 物 ４７５

短 期 金 銭 債 権 ８４ 長 期 金 銭 債 権

計 ９６５

土 地 ４９０

８２，６０８

３，７３４

短 期 金 銭 債 務 １，２４７ 長 期 金 銭 債 務 １２３

２８９

１５２

１３６

２９３

８，２３４

△９６６

４，３７０

△２，８９７

５，３３７

△６９２

△２５８

△１６

－４－



（関連当事者との取引に関する注記）

１．取引金額及び期末残高には消費税等は含まれていません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　 資金の貸付条件については市場金利等を勘案して合理的に決定しています。

　　 なお、担保は受け入れていません。

１．取引金額には消費税等は含まれていませんが、期末残高には消費税等は含まれています。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　 資金の貸付条件については市場金利等を勘案して合理的に決定しています。一般的な取引条件を参考に決定しています。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 円 銭

２．１株当たり当期純利益 円 銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

（注）

クレジット売掛 １１４，７４０

未収入金 ７，７０８電子マネー売掛 ４０，６９０

同上に対する
利用手数料

１，９２０

親会社等
の子会社

イオンクレジッ
トサービス
株式会社

－ －
クレジット
他業務委託

科目取引金額 期末残高

（百万円） （百万円）役員の 事業上の

兼任等 関係

取引の内容 科目
取引金額 期末残高

（百万円） （百万円）

利息の受取

２４ ７６

３，１４５長期貸付金４４０資金の回収

資金の貸付 －

子会社
株式会社

マルエツ開発
所有
直接　100.0

兼任１人 資金の援助

６３８ ５４

１６

（注）

属性 会社等の名称
議決権等の
所有割合(％)

関係内容

役員の 事業上の

兼任等 関係

属性 会社等の名称
議決権等の
所有割合(％)

関係内容

取引の内容

－５－


